
北見市における景気動向調査報告書 
< 第 Ⅱ 四 半 期 > 

 
北 見 商 工 会 議 所 

 
Ⅰ．調 査 要 領 

 
１．調査時点及び調査対象期間 
（１）調 査 時 点       平成２０年１０月８日 
（２）調査対象期間 平成２０年７月～９月期実績および平成２０年１０月～１２月期見通しについて   

調査した。 
２．調 査 対 象             
  北見市に所在する企業を対象に、製造業、建設業、卸売業、小売業、サービス業の５業種１５０社 
 を往復ハガキにより調査した。 
３．回 収 状 況             
 

     企業数 
業 種 対象企業数 回答企業数 回 答 率 

製 造 業 ３０社   ２５社 ８３．３％ 

建 設 業 ３０社   ２８社 ９３．３％ 

卸 売 業 ３０社   ２６社 ８６．７％ 

小 売 業 ３５社   ２１社 ６０．０％ 

サービス業 ２５社   １６社 ６４．０％ 

合   計 １５０社   １１６社 ７７．３％ 

 
注）本調査結果の中で、Ｄ・Ｉ値とある記号は、ディフュージョン・インデックス（景気動向指数）で 
 好転企業割合から悪化企業割合を差し引いた値を示す 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



Ⅱ . 概   況 
 

《 全 体 の 動 き 》 
 
 平成２０年度第Ⅱ四半期<７月～９月>の北見市における業況は、前年比で「好転企業」１６．４、「悪

化企業」５６．０、「好転」から「悪化」を差し引いたＤ・Ｉ値は△３９．６となっており、前年同期比

（△３９．６）との比較では同ポイントと横ばい傾向を示しました。また、前期調査<２０年度第 1 四

半期>と比較してみると前回△４８．３→今回△３９．６と８．７ポイント好転を示し、２期連続で好

転傾向を示しています。 
 今回の業況を業種別で見ると、製造業Ｄ・Ｉ値△３６．０、建設業Ｄ・Ｉ値△６４．２、卸売業Ｄ・

Ｉ値△２７．０、小売業Ｄ・Ｉ値△３３．４、サービス業Ｄ・Ｉ値△３１．２と全業種マイナスを示し

ているものの、前年同期調査と比較すると小売業で２１．２、サービス業で１５．８、製造業で１．４

ポイントの改善が見られますが、建設業は１２．３ポイント悪化し、△６４．２とまだ先行きが見えな

い状況が続いています。全体的としては若干好転傾向を示しています。 
 また、来期の見通しを全業種で見ると「好転企業」１１．３％「悪化企業」６９．６％でＤ・Ｉ値△ 
５８．３と、前年同期見通し（△４３．２）に比べ１５．１ポイントと６期連続の悪化を示しており、

先の見えない厳しい来期見通しとなっています。 
 

《 業 種 別 の 動 き 》 
     

１）製 造 業        生 産 高        前年比で「増加企業」１６．０％、「減少企業」５６．０％、 
                    Ｄ・Ｉ値△４０．０と前年同期に比べ１０．８ポイントの大幅

な悪化を示しているものの、前期調査との比較では７．７ポ

イント好転しており、２期連続で好転傾向を示しています。 
           採   算   前年比で「好転企業」１２．０％、「悪化企業」５２．０％、 
                    Ｄ・Ｉ値△４０．０と前年同期に比べ５．９ポイントの好転、

前期調査との比較でも７．７ポイントの好転を示し、３期ぶ

りに回復傾向を示しました。                   
           来期見通し   業況Ｄ・Ｉ値△５２．０、生産高Ｄ・Ｉ値△４８．０、資金

繰りＤ・Ｉ値△５２．０と、前年同期に比べ全てのＤ・Ｉ値

が大幅な悪化傾向を示し、特に業況 D・I 値１４．５と高い数

値を示しております。前期調査の数値との比較ではほぼ横ば

いを示し、予断の許さない見通しとなっています。 
 

２）建 設 業        完成工事高   前年比で「増加企業」７．２％、「減少企業」７１．４％、 
                    Ｄ・Ｉ値△６４．２と前年同期に比べ１２．３ポイントの大幅

な悪化傾向、前期調査との比較でも８．６ポイントの悪化傾

向を示しており、２期連続の悪化状況となっています。 
           採   算   前年比で「好転企業」７．１％、「悪化企業」７５．０％ 
                   Ｄ・Ｉ値△６７．９前年同期に比べて１．２ポイントの好転傾

向、前期調査との比較でも１．３ポイントの好転傾向を示して

おりますが、数値は高く引き続き厳しい状況になっています。 
           来期見通し   業況Ｄ・Ｉ値△６４．３、完成工事高Ｄ・Ｉ値△６０．７、 
                  資金繰りＤ・Ｉ値△５０．０と前年同期と比べ若干好転傾向を

示していますが、いまだ数値は高く大変厳しい見通しとなって

います。 
 
３）卸 売 業   売 上 高   前年比で「増加企業」３０．８％、「減少企業」４６．１％、 



                    Ｄ・Ｉ値△１５．３と、前年同期と比べ３４．６ポイントの大

幅な悪化傾向を示していますが、前期調査との比較では１．３

ポイントの改善傾向を示しており、小幅ながら３期連続で回復

傾向となっています。 
             採   算   前年比で「好転企業」１５．４％、「悪化企業」４２．３％、 
                    Ｄ・Ｉ値△２６．９と前年同期に比べ６．９ポイントの悪化傾

向を示しています。また、前期調査との比較でも６．９ポイン

トの悪化傾向を示しており、前期の回復傾向から再び悪化傾向

を示しています。 
           来期見通し   業況Ｄ・Ｉ値△５０．０、売上高Ｄ・Ｉ値△３４．７、資金 

                  繰りＤ・Ｉ値△３０．８と前年同期に比べ全ての D・I 値が２

６ポイント以上の大幅な悪化傾向を示しています。前期調査と

の比較でも全ての数値が悪化を示しており、厳しさの見えつつ

ある来期見通しとなっています。 
                

４）小 売 業   売 上 高   前年比で「増加企業」２３．８％「減少企業」５２．４％、 
                  Ｄ・Ｉ値△２８．６と増加企業の増加と減少企業の減少により、

前年同期に比べ３０．５ポイントと大幅な好転傾向を示してい

ます。前期調査との比較でも２３．４ポイントの好転傾向を示

しており、３期ぶりに好転傾向となっています。 
           採   算   前年比で「好転企業」９．５％「悪化企業」５２．４％、 
                  Ｄ・Ｉ値△４２．９と前年同期に比べ７．１ポイントの好転、

前期調査との比較でも１７．１ポイントの好転傾向を示してお

り、３期ぶりに回復傾向を示しました。 
           来期見通し   業況Ｄ・Ｉ値△７０．０、売上高Ｄ・Ｉ値△７０．０、資金 
                   繰りＤ・Ｉ値△６０．０と前年同期と比べ、全てのＤ・Ｉ値が

２８ポイント以上の大幅な悪化傾向を示しています。特に売上

Ｄ・Ｉ値が３８．２と大変高い数値となっており、前期調査と

の比較でも全ての数値が悪化傾向を示し、先の見えない厳しい

来期見通しとなっています。 
           
５）サービス業   売 上 高   前年比で「増加企業」２５．０％、「減少企業」５０．０％、 
                   Ｄ・Ｉ値△２５．０と前年同期に比べ３３．８ポイントと増加

企業の増加により好転傾向を示し、前期調査との比較でも２

４．９ポイントの好転傾向を示しています。 
           採   算   前年比で「好転企業」２５．０％、「悪化企業」５６．３％、 

                   Ｄ・Ｉ値△３１．３と前年同期に比べ１２．６ポイントと好転

企業の増加により改善傾向を示し、前期調査との比較でも３９．

２ポイントと大幅は改善傾向を示しています。 
                    来期見通し   業況Ｄ・Ｉ値△５６．２、売上高Ｄ・Ｉ値△５６．２、資金 

                   繰りＤ・Ｉ値△２５．０と前年同期に比べすべてが好転傾向、

特に資金繰りＤ・Ｉ値は３１．１と大幅な好転傾向を示してお

り、前期調査の比較でも売上Ｄ・Ｉ値以外は好転傾向を示して

いるものの、まだ予断は許さない来期見通しとなっています。 



度 度１ Ⅳ Ⅳ
1 68 ～1 ～

業

度 度１ Ⅳ Ⅳ
1 68 ～1 ～

業

業況（前年同期比）
調査期 ８年度 年 年 ８年度 １９年度Ⅱ１９年度Ⅲ１９年度 ２０年度Ⅰ２０年度Ⅱ
調査年月 8.4～ .7 0 19.1～3 19.7～9 19.10～12 20.1～3 20.4～6 20.7～9
全業種 -32.1 ## ## -26.3 -39.6 -38.5 -53.6 -48.3 -39.6
製造業 -38.9 ## ## -20.0 -37.4 -34.8 -54.2 -42.8 -36.0
建設業 -56.6 ## ## -15.5 -51.9 -37.1 -47.8 -51.9 -64.2
卸売業 -19.1 ## ## -18.2 -11.5 -34.6 -43.5 -28.0 -27.0
小売業 -15.5 ## ## -41.6 -54.6 -34.8 -47.6 -60.0 -33.4
サービス -16.7 ## ## -41.1 -47.0 -55.6 -78.9 -61.0 -31.2

業況（来期見通し）
調査期 ８年度 年 年 ８年度 １９年度Ⅱ１９年度Ⅲ１９年度 ２０年度Ⅰ２０年度Ⅱ
調査年月 8.4～ .7 0 19.1～3 19.7～9 19.10～12 20.1～3 20.4～6 20.7～9
全業種 -37.9 ## ## -35.1 -43.2 -47.8 -48.6 -54.9 -58.3
製造業 -33.3 ## ## -40.0 -37.5 -60.9 -45.8 -50.0 -52.0
建設業 -41.3 ## ## -38.5 -70.4 -63.0 -60.9 -77.8 -64.3
卸売業 -23.8 ## ## -9.1 -11.6 -34.6 -34.9 -28.0 -50.0
小売業 -38.4 ## ## -29.2 -36.4 -21.8 -40.0 -50.1 -70.0
サービス -33.3 ## ## -64.7 -64.6 -61.0 -63.1 -70.6 -56.2

業況（前年同期比）
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全業種 製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業

全業種 -32.1 -35.2 -30.7 -26.3 -39.6 -38.5 -53.6 -48.3 -39.6

製造業 -38.9 -27.3 -18.2 -20.0 -37.4 -34.8 -54.2 -42.8 -36.0

建設業 -56.6 -29.2 -8.4 -15.5 -51.9 -37.1 -47.8 -51.9 -64.2

卸売業 -19.1 -40.8 -36.5 -18.2 -11.5 -34.6 -43.5 -28.0 -27.0

小売業 -15.5 -30.0 -50.0 -41.6 -54.6 -34.8 -47.6 -60.0 -33.4

サービス業 -16.7 -52.9 -50.0 -41.1 -47.0 -55.6 -78.9 -61.0 -31.2

18.4～6 18.7～9 18.10～12 19.1～3 19.7～9 19.10～12 20.1～3 20.4～6 20.7～9

１８年度Ⅰ １８年度Ⅱ １８年度Ⅲ １８年度Ⅳ １９年度Ⅱ １９年度Ⅲ １９年度Ⅳ ２０年度Ⅰ ２０年度Ⅱ



業 種 別   経 営 上 の 問 題 点            
 

１ 位 ２ 位 ３ 位 ４ 位 ５ 位 

製 造 業 得 意 先 減 少        諸 経 費 増        同業者間の競合 人 件 費 増        売掛金回収難 

建 設 業 同業者間の競合 得 意 先 減 少        諸 経 費 増        人 材 不 足 人 件 費 増        

卸 売 業 同業者間の競合 諸 経 費 増        得 意 先 減 少        人 件 費 増        受取手形不渡 

小 売 業 諸 経 費 増        得 意 先 減 少        同業者間の競合 売掛金回収難 人 材 不 足 

サービス業 諸 経 費 増        同業者間の競合 得 意 先 減 少        人 件 費 増        人 材 不 足 

合   計 同業者間の競合 得 意 先 減 少        諸 経 費 増        人 件 費 増        人 材 不 足 

※ 問題点は、各業種とも３つ選択。 
○前年同期比 

前年と比べて、製造業の１位が「諸経費増」から「得意先減少」に、小売業が「得意先減少」から

「諸経費増」に、サービス業が「同業者間の競合」から「諸経費増」に変動と、諸経費増が増加してい

る。ただし、回答数に格差がないため、全業種の順位に影響しなかった。小売業は、前回に引き続き４

位に「売掛金回収難」が２件となっている。卸売業の 5 位「受取手形不渡」は３件と、今迄出てこなか

った事由であり、今回の卸売業の結果にも少なからず影響していると思われる。 
 
 
※その他及び具体的な業界の問題点の記載事項 
（製造） ○工場燃料灯油の高騰と原料・副原料の高騰（食品） 
     ○建設業界の工事の減少（木工） 

○受注金額の値下げ(鉄工) 
 
（建設） ○資材等仕入値上（建築土木） 
     ○資材その他の高騰（防水工事） 
     ○材料及び副資材の値上げが転嫁できず大変である（板金） 
 
（卸売） ○市場の縮小（一般鋼材） 
     ○仕入れ価格の上昇による利益の減少（販売価格に転嫁できない）（肥料） 
 
（小売） ○売上減少（青果） 
     ○道内外の大型店出店に対して物販店は地元企業化に向けて行動してほしい（紳士服） 
     ○農業機械の販売に対して農業者の諸経費増による買い控え（農機具） 
     ○同業者減少により売上減、仕入先減少（家具） 
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